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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

  （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。 

３．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４．第11期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

５．当中間会計期間において連結子会社であったVisual Nexus Limitedは、当社が保有する株式をすべて売却し

たため、連結子会社ではなくなりました。この結果、第12期中においては、中間連結財務諸表は作成してお

りません。 

  

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 527,390 438,902 － 1,194,131 1,351,120 

経常損失（千円） 123,517 162,259 － 247,585 179,166 

中間(当期)純損失（千円） 119,683 137,563 － 237,880 187,783 

純資産額（千円） 339,161 603,743 － 728,690 560,297 

総資産額（千円） 1,132,697 966,168 － 1,494,412 1,039,269 

１株当たり純資産額（円） 33,683.68 49,983.52 － 60,835.70 46,329.42 

１株当たり中間(当期)純損失金額

（円） 
11,930.15 11,439.83 － 21,910.35 15,587.53 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（%） 29.9 62.3 － 48.8 53.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△33,999 △2,341 － △382,229 △116,290 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△40,678 △38,784 － △49,670 △53,474 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△14,426 △440,912 － 438,145 △435,703 

現金及び現金同等物の中間期末(期

末)残高（千円） 
769,838 384,983 － 864,775 264,493 

従業員数（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

49 

(－)

58 

(－)

－ 

(－)

58 

(－)

56 

(－)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。 

３．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４．第11期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 523,633 430,369 366,268 1,173,860 1,328,358 

経常損失（千円） 82,705 103,110 102,763 172,597 81,349 

中間（当期）純損失（千円） 83,053 80,533 113,650 169,588 331,029 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 368,500 627,731 630,336 623,188 630,336 

発行済株式総数（株） 10,069 12,051 12,091 11,978 12,091 

純資産額（千円） 423,349 774,742 415,806 846,189 529,456 

総資産額（千円） 1,199,791 1,118,570 775,235 1,592,319 997,979 

１株当たり純資産額（円） 42,044.81 64,288.68 34,389.75 70,645.33 43,789.31 

１株当たり中間（当期）純損失金額

（円） 
8,278.82 6,697.21 9,399.55 15,620.20 27,478.15 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（%） 35.3 69.2 53.6 53.1 53.1 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
－ － △164,627 － － 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
－ － 48,706 － － 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
－ － － － － 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
－ － 135,835 － － 

従業員数（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

46 

(－)

53 

(－)

38 

(－)

54 

(－)

52 

(－)



２【事業の内容】 

 当社は、ユーザーの生産性、事業効率、利便性、快適性を向上させる情報通信関連製商品、サービスを提供してお

ります。 

 当社の事業は、前期末まで「ネットインフラ構築事業」、「ネット関連ソフトウェア事業」から構成されておりま

したが、本年５月21日に「ネット関連ソフトウェア事業」のうちの「ビジュアルコミュニケーション部門」を沖電気

工業株式会社に事業譲渡いたしました。これに伴い事業構成を変更し、従来「ネット関連ソフトウェア事業」に属し

ていた「ミドルウェア部門」と「ネットインフラ構築事業」に属していた「クラスターサーバー部門」（前年度まで

の名称は「センターソリューション部門」）とを統合し、新たに「サーバーソリューション事業」といたしました。

これにより、当期の当社の事業は、「ネットインフラ構築事業」、「サーバーソリューション事業」および４月１日

から５月21日までの「ネット関連ソフトウェア事業」の三事業体制となっております。 

なお、上述した「ビジュアルコミュニケーション部門」の事業譲渡に伴い、「Visual Nexus Limited」も当社の子会

社ではなくなりました。 

各事業の前年度との相関関係は以下のとおりです。 

(1)ネットインフラ構築事業 

①アクセスソリューション部門： 

同部門では、集合住宅のブロードバンド化用通信機器・ソリューション、ホテル・病院・イベントホールなどの来訪

者向け施設のブロードバンドアクセスに必要な通信機器ソリューション等の開発・販売および集合住宅における放

送・通信の光統合ソリューションの提供を行っております。これらに加え、人・物の位置情報管理や環境情報のセン

シングなどのためのユビキタスセンサーネットワーク関連製品の開発を行っております。 

 (2)サーバーソリューション事業 

①ミドルウェア部門： 

同部門では、米国SunMicrosystems社（旧Tarantella社）および英国Propalms社が開発・販売するアプリケーション

サーバー系ミドルウェア製品等の輸入・日本語化・販売を行っております。なお、同部門の新たな製品として温暖化

ガス排出削減に資するIT-ECO製品をリリースいたしました。 

②クラスターサーバー部門 

同部門では、主としてクラスターサーバーソリューションに使用されるInfiniBand関連通信機器を米国QLogic社より

仕入れ、国内大手SI等に販売しております。  

 (3)ネット関連ソフトウェア事業 

①ビジュアルコミュニケーション部門 

同部門の全事業は、本年５月21日付で沖電気工業株式会社に譲渡いたしました。  



３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において連結子会社であったVisual Nexus Limitedは、当社が保有する株式をすべて売却したた

め、連結子会社ではなくなりました。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注）  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含めております。）で

あり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 38 (－) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間の業績は、売上高366百万円（前年同期比64百万円減収）となり、経常損失102百万円（前年同

期比1百万円良化）、中間純損失113百万円（前年同期比33百万円悪化）となりました。 

当社の売上高は、 近の営業形態として、上半期に比べ下半期に結了する案件の割合が大きいため、事業年度の

上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。

また、この傾向は年々強まっております。因みに、前中間会計期間の売上高は、430百万円でありましたが、前事

業年度における売上高は、1,328百万円であり、前々中間会計期間の売上高は、523百万円でありましたが、前々

事業年度の売上高は、1,173百万円でありました。 

なお、経常損失と中間純損失との間で、前年同期比の数値の乖離が大きいのは、前年同期には特定製品の国内

独占販売権解約に伴う補償金23百万円を特別利益に計上したのに対し、当中間会計期間においては、事業譲渡関

連損失及びたな卸資産評価損の9百万円を特別損失に計上したためであります。 

事業部門別の状況は次のとおりであります。  

①ネットインフラ構築事業 

「アクセスソリューション部門」の売上高は、前年同期比20百万円減収の126百万円となりました。来訪者施設

向け通信機器製商品は、堅調に推移しておりますが、集合住宅通信インフラ施工関連ビジネスによる売上が当期

においては、下期に著しく偏重していることが前年同期比減収の主因であります。 

②サーバーソリューション事業 

「クラスターサーバー部門」（旧センターソリューション部門）の売上高は、前年同期比11百万円増収の136 

百万円となりました。特定大型案件が顧客側の進捗遅れにより当社製品の出荷が下期にずれ込みましたが、顧客

基盤の拡大により前年同期比増収となりました。 

「ミドルウェア部門」の売上高は、前年同期比17百万円減収の93百万円となりました。特定大型案件の進捗遅 

れにより当社製品の出荷が下期にずれ込んだことが前年同期比減収の主因であります。 

③ネット関連ソフトウェア事業 

「ビジュアルコミュニケーション部門」は、同部門の事業を本年５月21日付で沖電気工業株式会社に譲渡した

ため、前年同期比37百万円減収の10百万円となりました。 



事業区分別販売実績は次のとおりです。 

事業区分別売上高 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当中間会計期間より、センターソリューション部門はクラスターサーバー部門に改称しております。 

３．当中間会計期間より、事業区分を変更しております。詳細は第一部「企業情報」第１「企業の概況」２「事

業の内容」をご覧ください。 

旧事業区分（参考） 

ネットインフラ構築事業：アクセスソリューション部門、センターソリューション部門 

ネット関連ソフトウェア事業：ビジュアルコミュニケーション部門、ミドルウェア部門 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ115百万円減少

し、当中間会計期間末残高は135百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は164百万円となりました。 

収入の主な内訳は、売上債権の減少額219百万円であり、支出の主な内訳は、税引前中間純損失112百万円に加

え、たな卸資産の増加額139百万円、仕入債務の減少額90百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は48百万円となりました。 

収入の主な内訳は、沖電気工業株式会社に譲渡したビジュアルネクサス事業の事業譲渡による収入66百万円であ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による収入および支出はありません。  

（注）前事業年度は、連結財務諸表を作成しておりますので、前事業年度に係る個別キャッシュフロー計算書は作

成しておりません。 

  （単位：千円）

事業区分 

当中間会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

 
構成比 
％ 

サーバーソ

リューソン

事業 

クラスターサーバー

部門 
136,301 37.2 

前年同期比   109.0 

ミドルウェア部門 93,150 25.4 

前年同期比   84.2 

  小計 売上高 229,451 62.6 

  前年同期比   97.4 

ネットイン

フラ構築事

業 

アクセスソリューシ

ョン部門 
126,301 34.5 

前年同期比   86.3 

ネット関連

ソフトウェ

ア事業 

ビジュアルコミュニ

ケーション部門 
10,514 2.9 

前年同期比   21.7 

売上高合計 366,268 100.0 

前年同期比   85.1 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．上記の金額は、個別原価計算による製造原価であります。 

 ３．当中間会計期間より、センターソリューション部門はクラスターサーバー部門に改称しております。 

４．当中間会計期間より、事業区分を変更しております。詳細は第一部「企業情報」第１「企業の概況」２「事

業の内容」をご覧ください。 

旧事業区分（参考） 

ネットインフラ構築事業：アクセスソリューション部門、センターソリューション部門 

ネット関連ソフトウェア事業：ビジュアルコミュニケーション部門、ミドルウェア部門 

(2）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．ビジュアルコミュニケーション部門及びミドルウェア部門においては、支払ロイヤリティを含んだもので 

     あります。 

 ３．当中間会計期間より、センターソリューション部門はクラスターサーバー部門に改称しております。 

４．当中間会計期間より、事業区分を変更しております。詳細は第一部「企業情報」第１「企業の概況」２「事

業の内容」をご覧ください。 

旧事業区分（参考） 

ネットインフラ構築事業：アクセスソリューション部門、センターソリューション部門 

ネット関連ソフトウェア事業：ビジュアルコミュニケーション部門、ミドルウェア部門 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

サーバーソリューション事

業 

クラスターサーバー部門 － － 

ミドルウェア部門 － － 

  小計 － － 

ネットインフラ構築事業 アクセスソリューション部門 14,257 47.7 

ネット関連ソフトウェア事

業 
 ビジュアルコミュニケーション部門 － － 

全社合計 14,257 47.7 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

サーバーソリューション事

業 

クラスターサーバー部門 143,502 175.5 

ミドルウェア部門 36,971 122.9 

  小計 180,474 161.4 

ネットインフラ構築事業 アクセスソリューション部門 105,597 184.5 

ネット関連ソフトウェア事

業 
 ビジュアルコミュニケーション部門 486 11.2 

全社合計 286,558 165.2 



(3）受注状況 

 当中間会計期間の個別受注に基づく受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．上記は、集合住宅棟内のＬＡＮ化に係わる工事の個別受注に基づく請負金額のみであります。 

 ３．当中間会計期間より、センターソリューション部門はクラスターサーバー部門に改称しております。 

４．当中間会計期間より、事業区分を変更しております。詳細は第一部「企業情報」第１「企業の概況」２「事

業の内容」をご覧ください。 

旧事業区分（参考） 

ネットインフラ構築事業：アクセスソリューション部門、センターソリューション部門 

ネット関連ソフトウェア事業：ビジュアルコミュニケーション部門、ミドルウェア部門 

事業部門別 

 当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

受注高 受注残高 

金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

サーバーソリュ

ーション事業 

クラスターサーバー部門 － － － － 

ミドルウェア部門 － － － － 

  小計 － － － － 

ネットインフラ

構築事業 
アクセスソリューション部門 41,220 34.2 92,933 64.0 

ネット関連ソフ

トウェア事業 

ビジュアルコミュニケーション

部門 
－ － － － 

全社合計 41,220 34.2 92,933 64.0 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．当中間会計期間より、センターソリューション部門はクラスターサーバー部門に改称しております。 

３．当中間会計期間より、事業区分を変更しております。詳細は第一部「企業情報」第１「企業の概況」２「事

業の内容」をご覧ください。 

旧事業区分（参考） 

ネットインフラ構築事業：アクセスソリューション部門、センターソリューション部門 

ネット関連ソフトウェア事業：ビジュアルコミュニケーション部門、ミドルウェア部門 

 ４．当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

サーバーソリューション事

業 

クラスターサーバー部門 136,301 109.0 

ミドルウェア部門 93,150 84.2 

  小計 229,451 97.4 

ネットインフラ構築事業 アクセスソリューション部門 126,301 86.3 

ネット関連ソフトウェア事

業 
 ビジュアルコミュニケーション部門 10,514 21.7 

全社合計 366,268 85.1 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

富士通㈱ 65,746 15.3 66,729 18.2 

ダイワボウ情報システム㈱ 21,186 4.9 48,294 13.2 



３【対処すべき課題】 

 ①営業利益の黒字化 

 当社の 大の経営課題は、営業利益の黒字化であります。過去３年にわたる事業ポートフォリオの組み替えや製品

ポートフォリオの組み換え等を通じ、当期末にはようやくこの課題をクリアできる見込みとなりましたが、引き続き

黒字体制の確立・強化に向け取り組んでまいります。このため、既存ビジネスの拡充・拡大は勿論のこと、M&A手法

等を駆使しつつ新規安定商権の確立に努めてまいります。 

 ②既存各事業部門の取り組み 

 当中間会計期間において、各事業部門の対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、前事業年度に掲げた課題について、当中間会計期間ににおいて、次のように対処しております。 

a)ネットインフラ構築事業 

アクセスソリューション部門では、以前より開発を進めてまいりましたユビキタスセンサーネットワーク機器の一部

の出荷を開始いたしました。 

b)サーバーソリューション事業 

ミドルウェア部門では、主力製品であるSBCツール製品群に加え、地球温暖化ガス排出削減に資する環境対策製品群

（IT-ECOシリーズ）の当下期からの市場投入を決定いたしました。 

c)ネット関連ソフトウェア事業 

ビジュアルコミュニケーション部門にかかる全事業を本年５月21日付で沖電気工業株式会社に譲渡いたしました。 

 ③内部統制体制の構築 

 来年度より実施される「財務報告の信頼性に関する内部統制」に向け、体制を整えつつあります。この下半期に

は、ウォークスルーを実施し、検証作業を進め、来期よりの本格稼動に備えます。 

４【経営上の重要な契約等】 

事業譲渡契約 

当社は、沖電気工業株式会社に当社のネット関連ソフトウェア事業の「ビジュアルコミュニケーション部門」に属

する全事業を平成19年５月21日付で譲渡いたしました。 

(ア)譲渡事業 

ソフトウェア型ビデオ会議システム「Visual Nexus」の開発・製造・販売・輸出・保守等の国内外における事業 

(イ)従業員の移籍について 

平成19年３月末日現在で譲渡部門に在籍した従業員は、平成19年５月21日付をもって沖電気工業株式会社に移籍 

(ウ）譲渡資産 

なお、上記以外に当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。  

５【研究開発活動】 

ビジュアルコミュニケーション部門の事業譲渡により、当中間会計期間においては、特筆すべきものはありませ

ん。 

 資産項目 金額（百万円） 

流動資産 45 

固定資産 39 

合計 84 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

平成19年９月30日現在における重要な設備の新設、除却等の計画については以下のとおりであります。 

(1) 重要な設備の新設等の計画 

 該当事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等の計画 

 該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）１. 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２．「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 48,072 

計 48,072 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 12,091 12,091 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
（注）1 

計 12,091 12,091 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（① 平成14年11月１日 臨時株主総会 特別決議） 

（注）当中間会計期間末までにおける従業員計20名の退職に伴う失権および従業員計20名の権利行使により、223株に減

少しております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 223（注） 223（注） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 223（注） 223（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 120,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年11月２日 

至 平成24年11月１日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   120,000 

資本組入額  60,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当

社の取締役または従業員

であることを要する。た

だし、会社都合により退

職したときを除く。その

他の条件については、平

成14年11月１日の臨時株

主総会及び同日の取締役

会決議に基づき、当社と

新株予約権の割り当てを

受けたものとの間で締結

する「新株予約権割当契

約書」で定めるところに

よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質

入、担保権の設定その他

の処分は認めない。ただ

し、相続に関しては、当

社と新株予約権の割り当

てを受けたものとの間で

締結する「新株予約権割

当契約書」で定めるとこ

ろによる。 

同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  



 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（② 平成16年６月24日 定時株主総会 特別決議） 

（注）当中間会計期間末までにおける従業員計15名の退職に伴う失権および従業員計５名の権利行使により、310株に減

少しております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 310（注） 310（注） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 310（注） 310（注） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 131,685 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   131,685 

資本組入額  65,843 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当

社の取締役または従業員

であることを要する。た

だし、会社都合により退

職したときを除く。その

他の条件については、平

成16年６月24日の定時株

主総会及び平成16年12月

15日の取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権

の割り当てを受けたもの

との間で締結する「新株

予約権割当契約書」で定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質

入、担保権の設定その他

の処分は認めない。ただ

し、相続に関しては、当

社と新株予約権の割り当

てを受けたものとの間で

締結する「新株予約権割

当契約書」で定めるとこ

ろによる。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －  



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～  

 平成19年９月30日 

  

－ 12,091 － 630,336 － 371,240 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ダイワボウ情報システム㈱ 大阪市中央区本町三丁目２番５号 3,004 24.84 

JMAMVALUEDRIVER投資事業組
合 

東京都中央区築地二丁目10番６号 1,832 15.15 

豊田通商株式会社 名古屋市中村区名駅四丁目９番８号 1,496 12.37 

クレディ スイス 

(常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行) 

1 RAFFLES LINK 05-02 SINGAPORE 039393 

(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号カ

ストディ業務部） 

465 3.84 

JGキャピタルマネジメント株

式会社 
東京都港区六本木４丁目８番７号 318 2.63 

㈱トーメンエレクトロニクス 東京都港区港南一丁目８番27号 300 2.48 

株式会社エヌジェーケー 東京都目黒区中目黒四丁目８番２号 300 2.48 

ネットキャピタルパートナー

ズリミテッド 

(常任代理人 ㈱みずほコーポ

レート銀行) 

10/F., WESTLANDS CENTRE,20 WASTLANDSRO

AD QUARRY BAY HONG KONG 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号兜町証

券決済業務室) 

229 1.89 

星山 元治  兵庫県川西市  193 1.59 

ノムラ シンガポール リミテ
ッド アカント ノミニー エ
フジェー1309 
(常任代理人 野村證券㈱） 

6 BATTERY ROAD #39-01 STANDARD  
CHARTERED BANK BUILDING SINGAPORE  
0104  
(東京都中央区日本橋一丁目９番１号) 

189 1.56 

計 － 8,326 68.86 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15株含まれております。また、   

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 

普通株式   

12,091 12,091 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 12,091 － － 

総株主の議決権 － 12,091 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 166,000 134,000 129,000 156,000 110,000 96,000 

低（円） 125,000 92,000 102,000 101,000 91,500 67,000 



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 （1）新任役員 

 （注）退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成20年３月期に係る定時株主

総会の終結の時までであります。 

 （2）退任役員 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日

 監査役    石崎 浩之  昭和41年４月28日生

経営コンサルタント 

University of Southern California MBA

修了 

平成16年10月 安田火災海上保険株式会社、株

式会社電通テック、中央クーパ

ース＆ライブランド・コンサル

ティング株式会社、デロイト・

トーマツ・コンサルティング株

式会社、株式会社ジェネラルソ

リューションズを経て、ブレイ

ンストーム・ワールドワイド株

式会社設立 代表取締役就任

（現任） 

－ 
平成19年 

 ８月31日

役名 職名 氏名 退任年月日 

 監査役    池田 正博 平成19年８月31日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いてはみすず監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については新日本監査法人により中間監査を

受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間 みすず監査法人 

  当中間会計期間            新日本監査法人  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は、当中間会計期間より子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     384,983     264,493   

２．受取手形及び売掛
金     241,100     502,692   

３．たな卸資産     150,398     127,718   

４．前払費用     66,780     39,527   

５．その他     6,492     3,895   

流動資産合計     849,754 88.0   938,327 90.3 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※１   28,929     25,816   

２．無形固定資産     67,952     53,213   

３．投資その他の資産               

(1）その他   22,846     25,226     

貸倒引当金   △3,314 19,531   △3,314 21,912   

固定資産合計     116,413 12.0   100,942 9.7 

資産合計     966,168 100.0   1,039,269 100.0 

                

 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛
金     112,275     242,806   

２．未払金     32,886     28,380   

３．未払法人税等     2,058     5,890   

４．賞与引当金     42,906     41,762   

５．前受収益     60,770     44,885   

６．その他     34,324     29,366   

流動負債合計     285,223 29.5   393,092 37.8 

Ⅱ 固定負債               

１．退職給付引当金     29,289     38,840   

２．役員退職慰労引当
金     36,652     36,652   

３．長期前受収益     11,260     10,388   

固定負債合計     77,202 8.0   85,880 8.3 

負債合計     362,425 37.5   478,972 46.1 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     627,731 65.0   630,336 60.6 

２．資本剰余金     368,635 38.2   371,240 35.7 

３．利益剰余金     △395,440 △40.9   △445,659 △42.8 

株主資本合計     600,926 62.3   555,916 53.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．為替換算調整勘定     1,424 0.1   4,252 0.4 

評価・換算差額等合
計     1,424 0.1   4,252 0.4 

Ⅲ 少数株主持分     1,391 0.1   128 0.0 

純資産合計     603,743 62.5   560,297 53.9 

負債純資産合計     966,168 100.0   1,039,269 100.0 

                



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     438,902 100.0   1,351,120 100.0

Ⅱ 売上原価     196,656 44.8   724,911 53.7

売上総利益     242,246 55.2   626,209 46.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

 ※１   404,115 92.1   804,797 59.5

営業損失     161,869 △36.9   178,588 △13.2

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   694     1,064    

２．為替差益   1,358     1,518    

３．雑収入   216 2,269 0.5 217 2,799 0.2

Ⅴ 営業外費用              

１．社債利息   560     560    

２．支払保証料   1,121     1,121    

３．たな卸資産廃棄損   975     1,596    

４．雑支出   － 2,658 0.6 98 3,377 0.3

経常損失     162,259 △37.0   179,166 △13.3

Ⅵ 特別利益              

１．独占販売権解約補
償料 

  23,048 23,048 5.3 23,048 23,048 1.7

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損  ※２ －     371    

２．商号変更費用   －     4,462    

３．事業譲渡関連損失  ※３.４ － － － 26,547 31,381 2.3

税金等調整前中間
（当期）純損失     139,211 △31.7   187,499 △13.9

法人税、住民税及
び事業税     471 0.1   3,776 0.3

少数株主損失     2,118 0.5   3,492 0.3

中間（当期）純損
失     137,563 △31.3   187,783 △13.9

      



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株主資本 
評価・換算差

額等 
少数株主持分 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
為替換算調整
勘定 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
623,188 364,092 △257,876 729,403 △713 3,483 732,173 

中間連結会計期間中の変動額              

新株の発行 4,543 4,543   9,087     9,087 

中間純損失     △137,563 △137,563     △137,563 

株主資本以外の項目の当中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        2,138 △2,091 46 

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円） 
4,543 4,543 △137,563 △128,476 2,138 △2,091 △128,429 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
627,731 368,635 △395,440 600,926 1,424 1,391 603,743 

 

株主資本 
評価・換算差

額等 
少数株主持分 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
為替換算調整
勘定 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
623,188 364,092 △257,876 729,403 △713 3,483 732,173 

連結会計年度中の変動額              

新株の発行 7,148 7,148   14,296     14,296 

当期純損失     △187,783 △187,783     △187,783 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
        4,965 △3,354 1,610 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
7,148 7,148 △187,783 △173,486 4,965 △3,354 △171,875 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
630,336 371,240 △445,659 555,916 4,252 128 560,297 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前中間（当期）純損失

(△) 
  △139,211 △187,499 

減価償却費   6,670 16,521 

ソフトウェア償却費   9,879 17,688 

のれん償却額   302 605 

賞与引当金の増減額(減少：△)   3,295 2,150 

退職給付引当金の増減額(減少：△)   4,430 13,980 

役員退職慰労引当金の増減額(減少：

△) 
  1,886 1,886 

受取利息及び受取配当金   △694 △1,064 

社債利息   560 560 

為替差損益(差益：△)   △372 △570 

事業譲渡関連損失   － 16,658 

売上債権の増減額(増加：△)   109,522 △149,706 

仕入債務の増減額(減少：△)   20,075 149,458 

たな卸資産の増減額(増加：△)   △59,593 △36,914 

未払消費税等の増減額(減少：△)   △6,255 1,140 

未収消費税等の増減額(増加：△)   △1,160 46 

その他資産の増減額(増加：△)   21,021 47,561 

その他負債の増減額(減少：△)   28,114 △8,724 

その他   － 371 

小計   △1,528 △115,848 

利息及び配当金の受取額   694 1,064 

利息の支払額   △560 △560 

法人税等の支払額   △946 △946 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △2,341 △116,290 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △12,679 △16,691 

有形固定資産の売却による収入   － 200 

無形固定資産の取得による支出   △25,967 △36,847 

その他   △136 △136 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △38,784 △53,474 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

社債の償還による支出   △450,000 △450,000 

株式発行による収入   9,087 14,296 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △440,912 △435,703 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   2,245 5,186 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：

△) 
  △479,792 △600,282 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   864,775 864,775 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高 
※ 384,983 264,493 

       



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────  当グループは、前連結会計年度において

215,118千円、当連結会計年度に178,588千円

の営業損失を計上しております。これによ

り、当社グループには継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。 

 今後におきましては、事業全体の抜本的な

改革に取り組むとともに、平成19年５月21日

にビジュアルコミュニケーション部門を沖電

気工業株式会社へ譲渡いたしました。これに

伴い、より大きな伸びを見込める事業へ経営

資源を集中し、売上の増加並びに業績の回復

に努めます。  

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響

を連結財務諸表には反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

連結子会社はすべて連結しており

ます。 

連結子会社の数 １社 

連結子会社名 

Visual Nexus Limited 

同左 

２．持分法の適用に関する

事項 

非連結子会社および関連会社はあ

りませんので、該当事項はありま

せん。 

同左 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社は次の通り

であります。 

  

会社名 中間決算日  

 Visual Nexus 
 Limited 

６月30日 ※１

※１.連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用しておりま

す。なお、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は次の通りであります。 

  

  

会社名 決算日  

 Visual Nexus
 Limited 

12月31日 ※１

※１.連結子会社の決算日現在の財

務諸表を使用しております。な

お、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

  時価のないもの 

同左 

  ②たな卸資産 

商品、製品 

 総平均法による原価法を採用

しております。 

②たな卸資産 

商品、製品 

同左 

  仕掛品 

 個別法による原価法を採用し

ております。 

仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

 終仕入原価法による原価

法を採用しております。 

貯蔵品 

同左 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

 当社及び在外連結子会社は、

主として定率法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

 建物………………８年～15年

 工具器具備品……３年～10年

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

 当社は定額法を採用しており

ます。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おり、市場販売目的ソフトウェ

アについては、見込販売数量に

基づく償却額と見込販売可能期

間（1.5年）に基づく定額償却

額のいずれか大きい額により償

却しております。 

②無形固定資産 

同左 

  (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売掛債権等の貸倒損失に備え

るため、当社及び在外連結子会

社は一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

 当社は従業員の賞与金の支給

に備えて、賞与支給見込額の当

中間連結会計期間負担額を計上

しております。 

②賞与引当金 

 当社は従業員の賞与金の支給

に備えて、賞与支給見込額の当

連結会年度負担額を計上してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③退職給付引当金 

 当社は従業員の退職給付に備

えるため、当中間連結会計期間

末における退職給付債務の見込

額（簡便法により自己都合要支

給額の100％）に基づき、計上

しております。 

③退職給付引当金 

 当社は従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込額

（簡便法により自己都合要支給

額の100％）に基づき、計上し

ております。 

（追加情報）  

平成19年5月11日開催の取締役会

において、ビジュアルコミュニ

ケーション部門を譲渡すること

が決議されたため、事業再編に

伴い発生する従業員の退職金等

の支出見込額を計上しておりま

す。 

(特別退職金：9,889千円） 

   ④役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金に充

てるため、当社内規に基づく当

中間連結会計期間末要支給見積

額を計上しております。 

（追加情報）  

 従来、役員退職慰労引当金

は、役員の退職慰労金に充てる

ため、当社内規に基づく中間連

結会計期間末要支給見積額を計

上しておりましたが、平成18年

６月22日の定時株主総会におい

て、当該総会日をもって役員退

職慰労金制度を廃止するととも

に、現任の常勤役員に対する６

月末までの在任期間に応じた役

員退職金を打ち切り支給するこ

とが決議されました。 

 ④役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金に充

てるため、当社内規に基づく当

連結会計年度末要支給見積額を

計上しております。 

（追加情報）  

 従来、役員退職慰労引当金

は、役員の退職慰労金に充てる

ため、当社内規に基づく連結会

計年度末要支給見積額を計上し

ておりましたが、平成18年６月

22日の定時株主総会において、

当該総会日をもって役員退職慰

労金制度を廃止するとともに、

現任の常勤役員に対する６月末

までの在任期間に応じた役員退

職金を打ち切り支給することが

決議されました。 

  (4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における少数株主持

分及び為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における少数株主持分

及び為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

  (5)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(6)その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

っております。 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

 これまでの「資本の部」の合計に

相当する金額は602,351千円であり

ます。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は560,169千円であり

ます。 

なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 



表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間末において、流動負債の「その

他」に含めて一括掲記しておりました「前受収益」（前

中間連結会計期間末39,800千円）については、当中間連

結会計期間末において負債及び純資産の総額の100分の

５を超えたため区分掲記しております。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「のれん償却額」と表示しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

46,220千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

52,493千円 



(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与・賞与 143,581千円

賞与引当金繰入額 35,498千円

退職給付費用  11,388千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,886千円

給与・賞与 315,783千円

賞与引当金繰入額 35,820千円

退職給付費用 21,707千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,886千円

※２   ────── ※２ 固定資産売却損は、工具器具備品の売却によるもの

であります。 

※３   ────── 
 ※３ 事業譲渡関連損失は、事業譲渡に伴い発生した損 

       失であり、その内訳は次のとおりであります。 

ソフトウェア償却 5,881千円 

減損損失 10,776千円 

特別退職金 9,889千円 

合計 26,547千円 

※４    ――――――――――――――― ※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

（１）減損損失を認識した主な資産 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

 ビジュアルコミュニケーション部門の事業譲渡に伴

い、譲渡予定資産のうち売却合意価額が簿価を下回っ

ているものを減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。 

また、連結子会社Visual Nexus Limitedにおいても適

正な企業評価に基づきのれんを評価した結果、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

（３）減損損失の金額 

（４）資産のグルーピングの方法 

 当社グループは減損会計の適用にあたり、事業単位

を基準とした管理会計上の区分に従って資産グルーピ

ングを行っております。 

（５）回収可能価額の算定方法 

 当資産グループの回収可能価額は正味売却可能価額

により測定しており、正味売却可能額は主として売却

合意価額を使用しております。 

場所 用途 種類 

東京都港区 譲渡予定資産 
工具器具備品、
ソフトウェア及
びのれん 

工具器具備品 870千円 

ソフトウェア 4,760千円 

のれん 5,145千円 

合計 10,776千円 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 発行済株式の種類および総数に関する事項 

 （注）普通株式数の増加株式数73株は、ストック・オプション行使による増加によるものであります。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 発行済株式の種類および総数に関する事項 

 （注）普通株式数の増加株式数113株は、ストック・オプション行使による増加によるものであります。 

株式の種類  
前連結会計年度末株式数 

（株） 
増加株式数
（株） 

減少株式数
（株） 

当中間連結会計期間末株式数
（株） 

発行済株式 

 普通株式 
11,978 73 － 12,051 

株式の種類  
前連結会計年度末株式数 

（株） 
増加株式数
（株） 

減少株式数
（株） 

当連結会計年度末株式数
（株） 

発行済株式 

 普通株式 
11,978 113 － 12,091 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 384,983千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 384,983千円

現金及び預金勘定 264,493千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 264,493千円



(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なため、中間連結財務

諸表規則第15条の規定により、記載を省略しております。 

 重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なため、連結財務諸

表規則第15条の３において準用する財務諸表等規則第８条の６第６項

の規定により記載を省略しております。 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 
3,591 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 
3,591 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 



(ストック・オプション等関係) 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

   該当ありません。  

  

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役４名、従業員46名及び入社予定

者１名 
取締役３名、従業員50名 

株式の種類別ストック・オプション数 普通株式   600株 普通株式   443株 

付与日 平成14年11月22日 平成16年12月15日 

権利確定条件 

 権利行使時においても当社の取締役

または従業員であることを要する。

ただし、会社都合により退職したと

きを除く。 

 同左 

対象勤務期間 
 自 平成14年11月22日 

至 平成16年11月１日 

 自 平成16年12月15日 

至 平成18年６月30日 

権利行使期間 
 自 平成16年11月２日 

至 平成24年11月１日 

 自 平成18年７月１日 

 至 平成20年６月30日 

権利行使価格        （円） 120,000 131,685 

付与日における公正な評価単価（円） － － 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な製品及び事業 

(1)ネット関連ソフトウェア事業 ・・ソフトウェアの開発及びその販売等 

(2)ネットインフラ構築事業 ・・・・集合住宅ネットワーク関連機器の販売・施工、 

クラスターサーバーソリューションに関する機器の販売等 

３．営業費用のうち、消去または全社項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な製品及び事業 

(1)ネット関連ソフトウェア事業 ・・ソフトウェアの開発及びその販売等 

(2)ネットインフラ構築事業 ・・・・集合住宅ブロードバンド化に関する機器の開発・販売、 

クラスターサーバーソリューションに関する機器の販売等 

３．営業費用のうち、消去又は全社項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

 

ネット関連 
ソフトウェ
ア事業 
（千円） 

ネットイン
フラ 

構築事業 
（千円） 

計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 167,544 271,358 438,902 － 438,902 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － (－)  － 

計 167,544 271,358 438,902 (－)  438,902 

営業費用 284,722 316,048 600,771 (－)  600,771 

営業利益又は営業損失（△） △117,178 △44,690 △161,869 (－)  △161,869 

 

ネット関連 
ソフトウェ
ア事業 
（千円） 

ネットイン
フラ 

構築事業 
（千円） 

計 

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 373,000 978,119 1,351,120 － 1,351,120 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － (－)  － 

計 373,000 978,119 1,351,120 (－)  1,351,120 

営業費用 572,242 957,467 1,529,709 (－)  1,529,709 

営業利益又は営業損失（△） △199,241 20,652 △178,588 (－)  △178,588 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント 

情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント 

情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



(１株当たり情報) 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 49,983円52銭

１株当たり中間純損失金額   11,439円83銭

１株当たり純資産額 46,329円42銭

１株当たり当期純損失金額 15,587円53銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失が

計上されているため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失が

計上されているため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純損失金額     

中間（当期）純損失（千円） 137,563 187,783 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失（千円） 137,563 187,783 

期中平均株式数（株） 12,025 12,047 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類(新株予約権の

数607個) 

新株予約権２種類(新株予約権の

数538個) 



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成19年５月21日にビジュアルコミュニケーション部門を沖電気工業株式会社へ譲渡いたしました。 

１．事業譲渡の理由 

ビジュアルコミュニケーション部門に関する技術開発および販促活動コストと当社における現有の経営資源、各事業

とのバランス、および投資回収期間などを総合的に検討したところ、ビジュアルコミュニケーション部門は当社自身で

執り行う許容範囲を超えると判断し、事業譲渡することを決定いたしました。 

２．譲渡事業の内容 

１）譲渡事業 

ソフトウェア型ビデオ会議システム「ビジュアルネクサス」の開発・販売・輸出・サポート・保守等に関する国内外

の事業。 

２）譲渡部門の平成19年3月期における経営成績(単位：百万円） 

（注）ビジュアルコミュニケーション部門の営業利益・経常利益数値は、全社経費の賦課分を除いております。 

３) 譲渡資産の項目及び金額 

譲渡価格は、譲渡日前日の営業終了時点における譲渡対象の評価額をベースに決定し、現金により決済いたしまし

た。 

当該資産の平成19年３月31日現在の状況は以下のとおりであります。 

（注）この他に、平成19年４月以降に支出のロイヤリティー約9百万円が対象資産となります（対象資産には、現預金

ならびに売掛金は含まれません）。 

４) 事業譲渡の日程 

５) 譲渡価格 

85百万円 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

ビジュアルコミ

ュニケーション

部門 

当社実績 比率(%) 

売上高 135 1,351 10.0 

売上総利益 102 626 16.3 

営業利益 △174 △178 － 

経常利益 △174 △179 － 

 資産項目 金額（百万円） 

流動資産 33 

固定資産 43 

合計 76 

平成19年５月11日 取締役会決議 

平成19年５月17日 事業譲渡契約書締結 

平成19年５月21日 事業譲渡日  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   353,262   135,835 251,609   

２．受取手形   －   － 5,533   

３．売掛金   225,119   258,935 487,964   

４．たな卸資産   150,398   243,214 127,718   

５．前払費用   65,957   55,995 39,022   

６．その他 ※２ 4,371   14,797 19,148   

７．貸倒引当金   －   － △30,607   

流動資産合計     799,109 71.4 708,778 91.4   900,389 90.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 26,910   21,545 24,232   

２．無形固定資産   62,504   10,912 53,213   

３．投資その他の資産             

(１)関係会社株式   212,108   － 0   

(２)その他   21,251   67,921 23,458   

貸倒引当金   △3,314   △33,921 △3,314   

計   230,045   33,999 20,143   

固定資産合計     319,460 28.6 66,457 8.6   97,589 9.8 

資産合計     1,118,570 100.0 775,235 100.0   997,979 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   110,952   149,901 240,031   

２．前受収益   58,604   61,665 42,103   

３．未払法人税等   2,058   2,303 5,890   

４．賞与引当金   42,906   29,491 41,762   

５．その他 ※２ 52,102   50,943 52,854   

流動負債合計     266,624 23.9 294,306 38.0   382,642 38.3 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   29,289   22,358 38,840   

２．役員退職慰労引当
金 

  36,652   25,662 36,652   

３．長期前受収益   11,260   17,102 10,388   

固定負債合計     77,202 6.9 65,123 8.4   85,880 8.6 

負債合計     343,827 30.8 359,429 46.4   468,522 46.9 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     627,731 56.1   630,336 81.3   630,336 63.2 

２．資本剰余金                    

(1) 資本準備金   368,635     371,240     371,240    

資本準備金合計     368,635 33.0   371,240 47.8   371,240 37.2 

３．利益剰余金                    

(1) 利益準備金   1,763     1,763     1,763    

(2) その他利益剰余金                    

繰越利益剰余金   △223,388     △587,533     △473,883    

利益剰余金合計     △221,624 △19.8   △585,769 △75.5   △472,119 △47.3 

株主資本合計     774,742 69.2   415,806 53.6   529,456 53.1 

純資産合計     774,742 69.2   415,806 53.6   529,456 53.1 

負債純資産合計     1,118,570 100.0   775,235 100.0   997,979 100.0 

                      



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     430,369 100.0 366,268 100.0   1,328,358 100.0 

Ⅱ 売上原価     194,760 45.3 175,993 48.0   722,653 54.4 

売上総利益     235,608 54.7 190,274 51.9   605,705 45.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    337,835 78.5 293,924 80.1   686,456 51.7 

営業損失     102,226 △23.8 103,650 △28.3   80,750 △6.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,774 0.4 983 0.3   2,778 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   2,658 0.6 96 0.0   3,377 0.2 

経常損失     103,110 △24.0 102,763 △28.1   81,349 △6.1 

Ⅵ 特別利益 ※３   23,048 5.4 － －   23,048 1.7 

Ⅶ 特別損失 ※４   － － 9,721 2.6   268,951 20.2 

税引前中間（当
期）純損失 

    80,062 △18.6 112,485 △30.7   327,253 △24.6 

法人税、住民税及
び事業税 

    471 0.1   1,164 0.3   3,776 0.3

中間（当期）純損
失 

    80,533 △18.7 113,650 △31.0   331,029 △24.9 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余
金  

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
623,188 364,092 1,763 △142,854 846,189 846,189 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 4,543 4,543     9,087 9,087 

中間純損失（△）       △80,533 △80,533 △80,533 

中間会計期間中の変動額合

計（千円） 
4,543 4,543 － △80,533 △71,447 △71,447 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
627,731 368,635 1,763 △223,388 774,742 774,742 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余
金  

繰越利益剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
630,336 371,240 1,763 △473,883 529,456 529,456 

中間会計期間中の変動額            

中間純損失（△）       △113,650 △113,650 △113,650 

中間会計期間中の変動額合

計（千円） 
－ － － △113,650 △113,650 △113,650 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
630,336 371,240 1,763 △587,533 415,806 415,806 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余
金  

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
623,188 364,092 1,763 △142,854 846,189 846,189 

事業年度中の変動額            

新株の発行 7,148 7,148     14,296 14,296 

当期純損失（△）       △331,029 △331,029 △331,029 

事業年度中の変動額合計

（千円） 
7,148 7,148 － △331,029 △316,733 △316,733 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
630,336 371,240 1,763 △473,883 529,456 529,456 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間純損失(△)   △112,485 

減価償却費   6,053 

ソフトウェア償却費   512 

事業譲渡関連損失   5,958 

賞与引当金の増減額(減少：△)   △12,270 

退職給付引当金の増減額(減少：△)   △16,481 

役員退職慰労引当金の増減額(減少：

△) 
  △10,990 

受取利息及び受取配当金   △298 

為替差損益(差益：△)   △147 

売上債権の増減額(増加：△)   219,894 

仕入債務の増減額(減少：△)   △90,129 

たな卸資産の増減額(増加：△)   △139,017 

未払消費税等の増減額(減少：△)   △12,344 

未収消費税等の増減額(増加：△)    △1,674 

前受金の増減額(減少：△)   18,191 

その他資産の増減額(増加：△)   △50,046 

その他負債の増減額(減少：△)   34,210 

小計   △161,063 

利息及び配当金の受取額   126 

法人税等の支払額   △3,690 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △164,627 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出   △2,047 

無形固定資産の取得による支出   △3,594 

事業譲渡による収入   66,589 

差入保証金の増加額   △440 

貸付による支出   △11,800 

投資活動によるキャッシュ・フロー   48,706 

 



 （注）前中間会計期間および前事業年度は中間連結財務諸表および連結財務諸表を作成しておりますので、前中間会計 

期間および前事業年度に係る個別キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。   

   
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

財務活動によるキャッシュ・フロー   － 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   147 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：

△) 
  △115,773 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   251,609 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 135,835 

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────  当社は、前中間会計期間において102,226

千円、前事業年度において80,750千円の営業

損失を計上しており、当中間会計期間におい

ても103,650千円と継続的に営業損失を計上

しております。これにより、当社には継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 当中間会計期間において、当社は、平成19

年５月21日に不採算部門であったビジュアル

コミュニケーション部門の事業譲渡を行い、

経費効率の改善を図ると共に、より伸びの見

込めるクラスターサーバー部門等への経営資

源の集中を図っております。当中間会計期間

は、営業損失の計上となりましたが、下期に

は、 

①新商材IT-ECO製品群の確実な立ち上げ 

②クラスターサーバーソリューション分野の

拡大 

③新商材ユビキタスネットワーク製品群の本

格市場投入 

等の施策を取ることにより、将来にわたり営

業利益を上げ続けられる体制を構築する予定

であります。 

 中間財務諸表は、継続企業を前提として作

成されており、上記のような重要な疑義の影

響を中間財務諸表には反映しておりません。 

 当社は、前事業年度において139,194千

円、当事業年度に80,750千円の営業損失を計

上しております。これにより、当社には継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在してお

ります。 

 今後におきましては、事業全体の抜本的な

改革に取り組むとともに、平成19年５月21日

にビジュアルコミュニケーション部門を沖電

気工業株式会社へ譲渡いたしました。これに

伴い、より大きな伸びを見込める事業へ経営

資源を集中し、売上の増加並びに業績の回復

に努めます。  

 財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、上記のような重要な疑義の影響を財

務諸表には反映しておりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年９月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

その他有価証券 

  時価のないもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のないもの 

同左 

  (2)たな卸資産 

商品、製品 

 総平均法による原価法を採

用しております。 

(2)たな卸資産 

商品、製品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品、製品 

同左 

  仕掛品 

 個別法による原価法を採用

しております。 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

 終仕入原価法による原価

法を採用しております。 

  

────── 貯蔵品 

 終仕入原価法による原価

法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

   建物………………８年～15年 

   工具器具備品……３年～10年 

    

(1)有形固定資産 

同左 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 なお、これに伴う損益への影

響は軽微であります。 

（追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により、取得価額の５％相当

額に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を5年間

にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

 なお、これに伴う損益への影

響は軽微であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おり、市場販売目的ソフトウェ

アについては、見込販売数量に

基づく償却額と見込販売可能期

間（1.5年）に基づく定額償却

額のいずれか大きい額により償

却しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年９月31日） 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売掛債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員の賞与金の支給に備え

て、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与金の支給に備え

て、賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

  (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務の見込額（簡便法

により自己都合要支給額の

100％）に基づき、計上してお

ります。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額（簡便法により自己

都合要支給額の100％）に基づ

き、計上しております。 

  ────── ────── （追加情報）  

 平成19年5月11日開催の取締

役会において、ビジュアルコミ

ュニケーション部門を譲渡する

ことが決議されたため、事業再

編に伴い発生する従業員の退職

金等の支出見込額を計上してお

ります。(特別退職金：9,889千

円） 

  (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に充てるた

め、当社内規に基づく当中間会

計期間末要支給見積額を計上し

ております。 

（追加情報）  

 従来、役員退職慰労引当金

は、役員の退職慰労金に充てる

ため、当社内規に基づく中間会

計期間末要支給見積額を計上し

ておりましたが、平成18年６月

22日の定時株主総会において、

当該総会日をもって役員退職慰

労金制度を廃止するとともに、

現任の常勤役員に対する６月末

までの在任期間に応じた役員退

職金を打ち切り支給することが

決議されました。 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に充てるた

め、当社内規に基づく当中間会

計期間末要支給見積額を計上し

ておりましたが、平成18年６月

に役員の退職慰労金制度を廃止

しましたので、平成18年７月以

降新規の引当金計上を行ってお

りません。従って、当中間会計

期間末の引当金残高は、現任役

員が平成18年６月以前に就任し

ていた期間に対応して計上した

額であります。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金に充てるた

め、当社内規に基づく期末要支

給見積額を計上しております。 

（追加情報）  

 従来、役員退職慰労引当金

は、役員の退職慰労金に充てる

ため、当社内規に基づく当事業

年度末要支給見積額を計上して

おりましたが、平成18年６月22

日の定時株主総会において、当

該総会日をもって役員退職慰労

金制度を廃止するとともに、現

任の常勤役員に対する６月末ま

での在任期間に応じた役員退職

金を打ち切り支給することが決

議されました。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

────── 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

────── 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の処理方法 

同左 

消費税等の処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

 これまでの「資本の部」の合計に

相当する金額は774,742千円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用し

ております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は529,456千円であ

ります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

      44,661千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

53,085千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

50,108千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２   ────── 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息      80千円

為替差益      1,477千円

受取利息 298千円

為替差益        464千円

受取利息 315千円

為替差益 2,245千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

たな卸資産廃棄

損 

   975千円

社債利息     560千円

支払保証料   1,121千円

たな卸資産廃棄

損 

96千円 たな卸資産廃棄

損 

1,596千円

社債利息 560千円

支払保証料 1,121千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３   ────── ※３ 特別利益のうち主要なもの 

独占販売権解約

補償料 

 23,048千円     独占販売権解約

補償料 

 23,048千円

※４   ────── ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

  事業譲渡関連損

失 

5,958千円

たな卸資産評価

損 

 3,762千円

関係会社株式評

価損 

212,108千円

商号変更費用  4,462千円

事業譲渡関連損

失 

 52,009千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産      4,249千円

無形固定資産     11,735千円

有形固定資産      4,233千円

無形固定資産      2,332千円

有形固定資産   10,025千円

無形固定資産    28,880千円

      ──────  ※ 当社の売上高は、 近の営業形

態として、上半期に比べ下半期に

結了する案件の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著しい相

違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。 

      ────── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 （注）普通株式数の増加株式数73株は、ストック・オプション行使による増加によるものであります。 

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

３．剰余金の配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

３．剰余金の配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 （注）普通株式数の増加株式数113株は、ストック・オプション行使による増加によるものであります。 

２．新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

３．剰余金の配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

株式の種類  
前事業年度末株式数 

（株） 
増加株式数
（株） 

減少株式数
（株） 

当中間会計期間末株式数
（株） 

発行済株式 

 普通株式 
11,978 73 － 12,051 

自己株式 

 普通株式 
－ － － － 

株式の種類  
前事業年度末株式数 

（株） 
増加株式数
（株） 

減少株式数
（株） 

当中間会計期間末株式数
（株） 

発行済株式 

 普通株式 
12,091 － － 12,091 

自己株式 

 普通株式 
－ － － － 

株式の種類  
前事業年度末株式数 

（株） 
増加株式数
（株） 

減少株式数
（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

発行済株式 

 普通株式 
11,978 113 － 12,091 

自己株式 

 普通株式 
－ － － － 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 135,835千円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
－千円

現金及び現金同等物 135,835千円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

重要性が乏しく、契約１件当たりの

金額が少額なため、中間財務諸表等

規則第５条の３の規定により、記載

を省略しております。 

同左 重要性が乏しく、契約１件当たりの金

額が少額なため、財務諸表等規則第８

条の６第６項の規定により、記載を省

略しております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式のうち、時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

有価証券 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式のうち、時価のあるものはありません。 

（企業結合等関係） 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分

離の概要 

(1)分離先企業の名称及び分離した事業の内容 

名   称：沖電気工業株式会社 

事業の内容：ソフトウェア型ビデオ会議システム「ビジュアルネクサス」の開発・販売・輸出・サポート・保

守等に関する国内外の事業 

(2)事業分離を行った主な理由 

ビジュアルコミュニケーション部門に関する技術開発および販促活動コストと当社における現有の経営資源、

各事業とのバランス、および投資回収期間などを総合的に検討したところ、ビジュアルコミュニケーション部

門は当社自身で執り行う許容範囲を超えると判断し、事業譲渡することを決定いたしました。 

(3)事業分離日 

平成19年５月21日 

(4)法的形式を含む事業分離の概要 

当社を分離元企業とし、沖電気工業株式会社を分離先企業とする事業譲渡を実施しました。 

２．実施した会計処理 

(1)移転損益の額   ５百万円（損失）   

(2)移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳  

３．当該中間会計期間の中間損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の額 

  

種類 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 
3,591 

 資産項目 金額（百万円） 

流動資産 45 

固定資産 39 

合計 84 

   金額（百万円） 

売上高 10 

営業利益 △13 

経常利益 △13 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 64,288円68銭

１株当たり中間純損

失金額 
  6,697円21銭

１株当たり純資産額 34,389円75銭

１株当たり中間純損

失金額 
9,399円55銭

１株当たり純資産額 43,789円31銭

１株当たり当期純損

失金額 
27,478円15銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

が計上されているため記載しておりま

せん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損失

が計上されているため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純損失金額       

中間（当期）純損失（千円） 80,533 113,650 331,029 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円） 
80,533 113,650 331,029 

期中平均株式数（株） 12,025 12,091 12,047 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類(新

株予約権の数607個) 

新株予約権２種類(新

株予約権の数533個) 

新株予約権２種類(新

株予約権の数538個) 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成19年５月21日にビジュアルコミュニケーション部門を沖電気工業株式会社へ譲渡いたしました。 

１．事業譲渡の理由 

ビジュアルコミュニケーション部門に関する技術開発および販促活動コストと当社における現有の経営資源、各事業

とのバランス、および投資回収期間などを総合的に検討したところ、ビジュアルコミュニケーション部門は当社自身で

執り行う許容範囲を超えると判断し、事業譲渡することを決定いたしました。 

２．譲渡事業の内容 

１）譲渡事業 

ソフトウェア型ビデオ会議システム「ビジュアルネクサス」の開発・販売・輸出・サポート・保守等に関する国内外

の事業。 

２）譲渡部門の平成19年３月期における経営成績(単位：百万円） 

 （注）ビジュアルコミュニケーション部門の営業利益・経常利益数値は、全社経費の賦課分を除いております。 

３) 譲渡資産の項目及び金額 

譲渡価格は、譲渡日前日の営業終了時点における譲渡対象の評価額をベースに決定し、現金により決済いたしまし

た。 

当該資産の平成19年３月31日現在の状況は以下のとおりであります。 

（注）この他に、平成19年４月以降に支出のロイヤリティー約９百万円が対象資産となります（対象資産には、現預

金ならびに売掛金は含まれません）。 

４) 事業譲渡の日程 

５) 譲渡価格 

85百万円 

  

ビジュアルコミ

ュニケーション

部門 

当社実績 比率(%) 

売上高 112 1,328 8.5 

売上総利益 81 605 13.4 

営業利益 △77 △80 － 

経常利益 △77 △81 － 

 資産項目 金額（百万円） 

流動資産 33 

固定資産 43 

合計 76 

平成19年５月11日 取締役会決議 

平成19年５月17日 事業譲渡契約書締結 

平成19年５月21日 事業譲渡日  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

  当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第11期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）  平成19年６月21日関東財務局長に提出

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年６月21日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。  平成19年10月19日関東財務局長に提出



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年12月14日

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＴＣＢテクノロジー

ズ株式会社（旧会社名トーメンサイバービジネス株式会社）の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ＴＣＢテクノロジーズ株式会社（旧会社名トーメンサイバービジネス株式会社）及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年12月14日

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＴＣＢテクノロジー

ズ株式会社（旧会社名トーメンサイバービジネス株式会社）の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第11期事業年度の中間会計

期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＣＢ

テクノロジーズ株式会社（旧会社名トーメンサイバービジネス株式会社）の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月19日 

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 内山 敏彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 伊藤 恭治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るＴＣＢテクノロジーズ株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成19

年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ＴＣＢテクノロジーズ株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 

 追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続して営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                  以  上

  

  

  

  

  

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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